
事業群評価調書（令和２年度実施）

9

(４)

⑤

基準年 H28 H29 H30 R元 R2

目標値① 0人 0人 0人 0人 0人

実績値②
0人

（H26)
0人 0人 0人 0人

②／①
（達成率）

100% 100% 100% 100%

H30実績 H30目標 H30実績

R元実績 R元目標 R元実績

R２計画 R２目標

3,500 3,705 106%

3,500 5,782 165%

0 0 100%

0 0 100%

0

25,000 25,526 102%

27,860 30,189 108%

31,500

21,700 18,975 87%

25,500 22,522 88%

30,100

23 23 100%

29 29 100%

26

0 0 100%

0 0 100%

0

取組
項目
ⅰ

活動
指標

1,501,170

3 1,525,830

中
核
事
業

199

砂防課

砂防基礎調査（公共）

ハザードマップ作成
状況（箇所）3,101 1,571 199

土砂法に基づく土砂
災害警戒区域のデー
タ登録数（箇所）

砂防法

1,837 199

達成率

進捗状況土砂災害警戒区域内での死者数

主な目標

２．令和元年度取組実績（令和２年度新規・補正は参考記載）
指標（上段：活動指標、下段：成果指標）

令和元年度事業の成果等人件費
(参考)

事業対象
令和元年度事業の実施状況

（令和２年度新規・補正事業は事業内容）
指標

事業
番号

取組
項目

事務事業名 事業
期間

事業費　(単位:千円） 事　　業　　概　　要

所管課(室)名

うち
一般財源

１．計画等概要

（長崎県総合計画チャレンジ2020　本文） （取組項目）

　近年、全国的に頻発する、地震・大雨・台風・高潮などの自然災害に備え、災害に強く、県民の安全・安
心な暮らしと命を守る県土づくりに向けた施設整備やソフト対策を積極的に進め、事前防災・減災対策の
充実を図ります。

ⅰ）土砂災害警戒区域等指定や避難対策の推進
ⅱ）土石流対策や地すべり対策、急傾斜地崩壊対策施設整備の推進

事
業
群

　　　　　　　　　　指　標 最終目標（年度） （進捗状況の分析）

0人
（R2）

　「土砂災害警戒区域内での死者数」は快適で安全・安心な暮らしを
つくるための各種の取り組みにおける⑤の代表指標であるが、施設
整備やソフト対策を積極的に進めた結果、令和元年度も死者０を達成
することができた。

順調

災害に強く、命を守る県土強靭化の推進 課 （ 室 ） 長 名 鈴田　健

事 業 群 名 地震、大雨、台風、高潮などの自然災害に備えた施設整備など防災対策の推進③ 事業群関係課(室)

298 ―
砂防課

762,060

2 3,367

●事業の成果
・各市町への作成支援を積極的に進め
ており、一部の市町で目標数には至ら
なかったものの、全体としては順調に作
成が進んでいる。

0

基 本 戦 略 名 快適で安全・安心な暮らしをつくる 事業群主管所属 土木部砂防課

施 策 名

●事業の成果
・土石流危険箇所について、対策工事
を実施することにより、大雨時の土石流
等、地域住民の安全確保に努めた。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・国土強靭化計画に伴い、本事業の実
施により、保全人家戸数の拡大に寄与
した。

○

成果
指標

対策事業施設による
影響範囲での死者数
（人）

237 ―

土砂災害
危険箇所

　自然災害から住民の生命・財産を守るために、
土石流危険箇所について、対策事業を実施した。

根拠法令

―

活動
指標

根拠法令 ―

通常砂防事業（公共）
―

対策工事箇所数（箇
所）

2,234,428

1

成果
指標

活動
指標

―

ハザードマップ作成支
援システム事業 ―

5,041 3,556

土砂災害警戒区域内
での死者数（人）

―

374,905
砂防課

774,078 ―

土砂災害
危険箇所

　土砂災害が発生するおそれがある箇所を明ら
かにするため、土砂災害防止法による基礎調査
を行い土砂災害警戒区域の指定を実施した。

根拠法令
土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推
進に関する法律

土砂災害
危険箇所

　ハザードマップ支援システムを構築することで、
土砂災害の発生するおそれがある土砂災害警戒
区域において早めの避難が出来るように、市町に
対してハザードマップ作成の支援を行った。

1,500,350
警戒区域の公表の増
加数（箇所）

●事業の成果
・土砂災害防止法による警戒区域の公
表数を増加して、住民への危険箇所の
周知を積極的に進めており、一定の成
果は得られている。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・警戒区域を公表する取組みにより、大
雨時の土石流等、地域住民の安全確
保に寄与した。

○1,106,515 504,545 ―

成果
指標



18 18 100%

20 20 100%

25

0 0 100%

0 0 100%

0

20 20 100%

19 19 100%

20

0 0 100%

0 0 100%

0

56 56 100%

54 54 100%

54

0 0 100%

0 0 100%

0

0 0 100%

0 0 100%

0

0 0 100%

0 0 100%

0

9 9 100%

4 4 100%

6

0 0 100%

0 0 100%

0

6 6 100%

2 2 100%

3

0 0 100%

0 0 100%

0

15 15 100%

10 10 100%

7

0 0 100%

0 0 100%

0

取組
項目
ⅱ

取組
項目
ⅱ

急傾斜地崩壊対策事
業（公共） ―

●事業の成果
・気象庁のレーダー雨量と雨量計観測
による実効雨量の連携により、精密な
土砂災害危険度情報の予測が可能と
なり、従来の雨量情報に加え、土砂災
害危険度情報のＷＥＢ配信を行うこと
で、市町や地域住民へ避難判断に必要
な情報の提供が可能となったため、安
全確保がさらに推進された。

○―

成果
指標

対策工事箇所数（箇
所）

活動
指標

砂防法

土砂災害
危険箇所

　自然災害から住民の生命・財産を守るために、
地すべり危険箇所について、対策事業を実施し
た。

○

成果
指標

対策事業施設による
影響範囲での死者数
（人）

砂防施設維持修繕事
業 ―

7,191 623

●事業の成果
・砂防施設が適正に機能することによ
り、大雨時の土石流の防止等、地域住
民の安全確保が図られた。

修繕事業箇所数（箇
所）

システムが停止した
回数（回）

7

128 ―
砂防課

0 ―

224,298

347

砂防課
36,666

305,972

情報基盤緊急整備（公
共） ―

259,695

12,283 166

成果
指標

対策事業施設による
影響範囲での死者数
（人）

成果
指標

水害による死者数
（人）

修繕事業箇所数（箇
所）

土砂災害
危険箇所

●事業の成果
・土石流危険箇所について、対策工事
を実施することにより、大雨時の土石流
等、地域住民の安全確保に努めた。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・国土強靭化計画に伴い、本事業の実
施により、保全人家戸数の拡大に寄与
した。

対策事業施設による
影響範囲での死者数
（人）

1,484,955 0

●事業の成果
・急傾斜地崩壊危険箇所について、対
策工事を実施することにより、大雨時の
土石流等、地域住民の安全確保に努め
た。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・国土強靭化計画に伴い、本事業の実
施により、保全人家戸数の拡大に寄与
した。

対策工事箇所数（箇
所）

2,125,585

176
砂防課

―

1,529,980 229

　自然災害から住民の生命・財産を守るために、
急傾斜危険箇所について、対策事業を実施した。

根拠法令 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律3,157,585

2,252,201

2,230,262

―

活動
指標

対策工事箇所数（箇
所）土砂災害

危険箇所

●事業の成果
・地すべり危険箇所について、対策工事
を実施することにより、大雨時の土石流
等、地域住民の安全確保に努めた。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・国土強靭化計画に伴い、本事業の実
施により、保全人家戸数の拡大に寄与
した。

対策事業施設による
影響範囲での死者数
（人）

　自然災害から住民の生命・財産を守るために設
置した土砂災害防止施設について、安全確保の
ための維持修繕を行った。

289

―

―

28,566

7,191

―

―

93

13,379 249

83

291

成果
指標根拠法令 ―

3,751

砂防課

414

6,111

急傾斜施設維持修繕
事業

291

―

―

―

成果
指標

活動
指標

根拠法令

根拠法令 地すべり等防止法

活動
指標

活動
指標

土砂災害
危険箇所

　県庁と地方機関を結ぶ既存の防災行政無線を
活用するとともに、伝送の高速化及び冗長化を
図った設備とした。また、気象庁の土壌雨量指数
と県の基準雨量を相互に伝達し、より迅速確実な
土砂災害警戒情報を配信できるシステムとした。

根拠法令
砂防法
地すべり等防止法

土砂災害
危険箇所

　自然災害から住民の生命・財産を守るために設
置した土砂災害防止施設について、安全確保の
ための維持修繕を行った。

根拠法令 ―

砂防課

4

砂防課

地すべり対策事業（公
共）

943,326

土砂災害
危険箇所

　自然災害から住民の生命・財産を守るために、
土石流危険箇所について、対策事業を実施した。

―

0

531,064

52

5

2,207,799

6

火山砂防事業（公共）
0 ○

115 ―

125

●事業の成果
・地すべり施設が適正に機能することに
より、大雨時の地すべり防止等、地域
住民の安全確保が図られた。

成果
指標

対策事業施設による
影響範囲での死者数
（人）

活動
指標

　自然災害から住民の生命・財産を守るために設
置した土砂災害防止施設について、安全確保の
ための維持修繕を行った。

根拠法令

活動
指標

対策事業施設による
影響範囲での死者数
（人）

地すべり施設維持修
繕事業

砂防課

540

8

9

10

―

13,379

12,283

14,248

3,751

―

11,130 11,130

14,248

6,111

21,927 21,927

●事業の成果
・急傾斜施設が適正に機能することによ
り、大雨時の急傾斜地崩壊防止等、地
域住民の安全確保が図られた。

土砂災害
危険箇所

―

修繕事業箇所数（箇
所）



4 4 100%

5 5 100%

3

0 0 100%

0 0 100%

0

2 2 100%

2 2 100%

1

0 0 100%

0 0 100%

0

6 6 100%

2 2 100%

1

0 0 100%

0 0 100%

0

15 15 100%

70 70 100%

78

0 0 100%

0 0 100%

0

40 40 100%

47 47 100%

46

0 0 100%

0 0 100%

0

ⅰ

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

取組
項目
ⅱ

３．実績の検証及び解決すべき課題と解決に向けた方向性

　土砂災害警戒区域等指定や避難対策の推進に関しては、区域指定が１２市8町で行われ、ハザードマップ支援システム
の構築を行い平成２７年度より各市町への支援を進めている。
今後もＲ２年度までの土砂災害警戒区域内での死者数０を達成するために、ハザードマップ等による早めの避難が重要
である。

　住民の確実な避難に繋がるよう、市町とも連携を図りながら、ソフト対策の充実に努めていく
ため市町の支援システムの利用促進を図る必要がある。

成果
指標

対策事業施設による
影響範囲での死者数
（人）1,209,873

対策工事箇所数（箇
所）

5,647

2,751

83

166

83

2,750

966

14
砂防対策事業

―

215,218 114

13

73

砂防調査事業
―

砂防課
2,750

2,751
地すべり調査事業

―

966

活動
指標

活動
指標

12

活動
指標

地すべり調査箇所数
（箇所）

対策事業施設による
影響範囲での死者数
（人）

131

急傾斜地崩壊対策事
業補助 ―

332

414

13,750 249

16,299

13,750

2,248

12,959

15

11

砂防課

砂防課

16,299

15,832 15,832

砂防調査箇所数（箇
所）

　自然災害から住民の生命・財産を守るために、
土石流危険箇所について、対策事業化するため
の調査を実施した。

根拠法令

成果
指標

成果
指標

対策事業施設による
影響範囲での死者数
（人）

●事業の成果
・土石流危険箇所について、事業化の
ための調査を実施することにより、事業
化に向けた準備が整い、ひいては地域
住民の安全確保が図られた。

土砂災害
危険箇所

―

土砂災害
危険箇所

166

対策事業施設による
影響範囲での死者数
（人）根拠法令

根拠法令 ―

●事業の成果
・地すべり危険箇所について、事業化の
ための調査を実施することにより、事業
化に向けた準備が整い、ひいては地域
住民の安全確保が図られた。

●事業の成果
・急傾斜地崩壊危険箇所について、事
業化のための調査を実施することによ
り、事業化に向けた準備が整い、ひい
ては地域住民の安全確保が図られた。成果

指標

土砂災害
危険箇所

　自然災害から住民の生命・財産を守るために、
急傾斜地崩壊危険箇所について、対策事業化す
るための調査を実施した。

―

活動
指標

急傾斜地調査箇所数
（箇所）

　自然災害から住民の生命・財産を守るために、
地すべり危険箇所について、対策事業化するた
めの調査を実施した。

166

●事業の成果
・土砂災害等危険箇所について、対策
工事を実施することにより、大雨時の土
石流等、地域住民の安全確保が図られ
た。

急傾斜地崩壊対策調
査事業 ―

4,023 4,023 249

2,248

2,250 2,250

砂防課

663,590 90 11,599

土砂災害
危険箇所

　自然災害から住民の生命・財産を守るために、
土砂災害危険箇所について、対策事業を実施し
た。

根拠法令 ―

活動
指標

276,321 121 3,405

423,876

3,821

76 3,894

556,031

対策工事箇所数（箇
所）

●事業の成果
・公共事業の採択要件に満たない急傾
斜地崩壊危険箇所について、県費補助
による対策工事を実施することにより、
急傾斜地崩壊防止等、地域住民の安
全確保が図られた。

成果
指標

対策事業施設による
影響範囲での死者数
（人）

土砂災害
危険箇所

　自然災害から住民の生命・財産を守るために、
土砂災害危険箇所について、対策事業を実施し
た。

根拠法令 長崎県土木部関係補助金等交付要綱

土砂災害警戒区域等指定や避難対策の推進

砂防課



ⅱ

事業構築の視点

土石流対策や地すべり対策、急傾斜地崩壊対策施設整備の推進

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

（令和２年度の新たな取組は「R２新規」等と記載、見直しがない場合は「－」と記載）

砂防施設維持修繕事
業

地すべり調査事業

急傾斜施設維持修繕
事業

砂防調査事業

令和３年度事業の実施に向けた方向性

４．令和２年度見直し内容及び令和３年度実施に向けた方向性

事業
番号

取組
項目

　土石流対策や地すべり対策、急傾斜地崩壊対策施設整備の推進に関しては、これまで全市町に対して施設整備を進め
てきていることから、地域住民の安全安心に寄与している。
　一方で、要対策箇所に対する整備率が現在約２５％と低い状況であるため、効率よく進めるためには保全家屋が多い
箇所や、福祉施設のある箇所など優先度が高いところから事業に取り組んでいく必要がある。

　土砂災害警戒区域の指定説明会など、あらゆる機会を捉えて、地元や市町と連携を図りなが
ら、引き続き、事業の理解や協力に努めていく。

事務事業名 令和２年度事業の実施にあたり見直した内容

所管課(室)名 見直し区分見直しの方向

2
取組
項目
ⅰ

⑤

― ①

― ①

改善
　市町へ直接出向き、システムの利用方法などの説明及び指
導を行い、ハザードマップ作成の推進を図った。

砂防課

― ①
　Ｒ２年度までの土砂災害警戒区域内での死者数０を達成するため、自然災害から住民の生命・財
産を守るために設置した砂防施設について、安全確保のため老朽化等に対し維持修繕を行う必要が
ある。

現状維持

砂防課

　県としては土砂法に基づく基礎調査を進め、31,500を超える区域の調査を完了し、区域を公表して
おり、Ｒ２年度も引き続き、ハザードマップの作成が遅れている市町へ直接出向き、利用方法の説明
や指導を行うことで、ハザードマップ作成をさらに推進していく。

ハザードマップ作成支
援システム事業

　Ｒ２年度までの土砂災害警戒区域内での死者数０を達成するため、自然災害から住民の生命・財
産を守るために設置した地すべり防止施設について、安全確保のため老朽化等に対し維持修繕を行
う必要がある。

8

9

10

11

12 ― ①
　Ｒ２年度までの土砂災害警戒区域内での死者数０を達成するため、自然災害から住民の生命・財
産を守るために、地すべり危険箇所について対策事業化するための調査を実施し、随時、準備を整
える必要がある。

現状維持

砂防課

現状維持

砂防課

―
取組
項目
ⅱ

①
　Ｒ２年度までの土砂災害警戒区域内での死者数０を達成するため、自然災害から住民の生命・財
産を守るために設置した急傾斜地崩壊防止施設について、安全確保のため老朽化等に対し維持修
繕を行う必要がある。

現状維持

砂防課

地すべり施設維持修
繕事業

　Ｒ２年度までの土砂災害警戒区域内での死者数０を達成するため、自然災害から住民の生命・財
産を守るために、土石流危険箇所について対策事業化するための調査を実施し、随時、準備を整え
る必要がある。

現状維持

砂防課



注：「２．令和元年度取組実績」に記載している事業のうち、令和元年度終了事業、100%国庫事業などで県
の裁量の余地がない事業、公共事業評価対象事業、研究事業評価対象事業、指定管理者制度導入施設
評価対象事業については、記載対象外としています。

急傾斜地崩壊対策調
査事業

砂防課

― ①

【事業構築の視点】

①　視点①　事業群としての成果目標に対し、特に効果が高い事業の見極め、 事業の選択と集中ができているか。
②　視点②　指標の進捗状況に応じて、その要因分析及びさらに高い効果を出すための工夫、目標に近づけるための
　　工夫を検討・実施できているか。
③　視点③　人員・予算を最大限効果的に活用するための事務・事業の廃止・見直しができているか。
④　視点④　政策間連携により事業効果が高められないか。事業群としてリーダーの明確化、関係課の役割分担・
　　協力関係の整理ができているか。
⑤　視点⑤　県と市町の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑥　視点⑥　県と民間の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑦　視点⑦　戦略的に関係者の行動を引き出せているか。
⑧　視点⑧　国制度等の最大限の活用が図られているか。国へ政策提案（制度改正要望）する必要はないか。
⑨　視点⑨　経済情勢等、環境の変化に対応した効果的・適切な見直しとなっているか。
⑩　その他の視点

13

―

　Ｒ２年度までの土砂災害警戒区域内での死者数０を達成するため、自然災害から住民の生命・財
産を守るために、急傾斜地崩壊危険箇所について対策事業化するための調査を実施し、随時、準備
を整える必要がある。

現状維持

砂防課

― ①
　Ｒ２年度までの土砂災害警戒区域内での死者数０を達成するため、自然災害から住民の生命・財
産を守るために、土砂災害危険箇所について対策事業を実施することで、大雨時の土石流等、地域
住民の安全確保が必要であり、用地等の整理が出来た箇所から対応する。

現状維持

砂防課

取組
項目
ⅱ

①

　Ｒ２年度までの土砂災害警戒区域内での死者数０を達成するため、自然災害から住民の生命・財
産を守るために、土砂災害危険箇所について、公共事業の採択基準に合わないものの対策事業を
実施することで、大雨時の土石流等、地域住民の安全確保が必要であり、用地等の整理が出来た箇
所から対応する。

現状維持15

14
砂防対策事業

急傾斜地崩壊対策事
業補助


